
公契約について、その基本理念、基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、

県並びに受注者及び下請負者等の責務を明らかにすることにより、適正な労働条件の確

保その他の社会的な価値の実現及び向上を図り、もって地域経済の健全な発展及び県民

の福祉の増進に寄与することを目的とする。

公契約は、その履行により提供されるサービス等が県民の生活及び福祉を支えると

ともに、その当事者には、地域社会に貢献する経済主体にふさわしい行動及び役割が

強く期待されていることに鑑み、その締結及び履行に当たっては、適切かつ公正に行

われなければならない。

（県の責務）

県は、基本理念にのっとり、公契約を通じて適正な労働条件の確保その他の社会的な

価値の実現及び向上を図るため、公契約の相手方の適切な選定及び公契約の適正な履行

の確保のための必要な措置を講じなければならない。

（受注者等の責務）

受注者及び下請負者等は、基本理念にのっとり、公契約の当事者としての社会的責任

を自覚し、公契約の適正な履行に努めなければならない。

（１）社会的価値の評価

公契約の相手方の選定に当たっては、適正な労働条件の確保その他の社会的な

価値の実現及び向上に対する寄与の程度を勘案すること。

（２）法令の遵守

公契約の履行に当たっては、受注者及び下請負者等に対し次に掲げる事項その他

の法令の遵守を求めること。

ア 法定の最低賃金額以上の賃金の支払を行うこと。
イ 健康保険・厚生年金保険・雇用保険に係る被保険者資格の取得に係る届出
及び労災保険に係る保険関係成立の届出を行うこと。

奈良県公契約条例の概要

目的

基本理念

責務

基本方針



①県が発注する建設工事の請負契約 （以下「建設工事」という。）

②県が業務を委託する契約（以下「業務委託」という。）

③県と指定管理者との公の施設の管理に関する協定（以下「指定管理」という。）

評価項目の種類 評価方法

①奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録

②女性の活躍及び仕事と子育ての両立に係る取組

③障害者の雇用及びその促進に向けた取組

④保護観察対象者等の雇用

⑤環境に配慮した事業活動

⑥人権意識の向上に係る取組※

建設工事 業者格付け時
①・③（障害者雇用）・④

業務委託 特定公契約の総合評価入札の評価時
①～⑥すべて

指定管理 特定公契約の公募に係る審査時
①～⑥すべて

※ ⑥については令和５年７月１日以降公告分より適用

公契約の定義

社会的価値の勘案

法定労働条件の遵守

特定公契約の範囲 遵守事項

建設工事 予定価格３億円以上 ●最低賃金、社会保険加入の遵守
●条例に基づく諸手続き

①履行責任者の選任・報告
②下請負者等への明示及び指導
③労働者への明示
④定期の支払賃金等の報告
⑤疑義がある場合の説明等
⑥立入調査への協力
⑦必要な措置の結果報告

業務委託
(下記業務)

予定価格３千万円以上
（契約期間が６ヶ月を超えるものに限る）

指定管理
(下記業務)

委託料上限額３千万円以上

【業務委託及び指定管理に係る特定公契約に該当する業務の範囲】

次の業務のいずれかを含む内容の公契約

ア 県が管理する建物及び土地における清掃業務、警備業務(機械警備業務を除く。)、駐車場管理業務、受付業務、案内業務、

宿日直業務又は電話交換業務

イ 県が管理する建物において行う給食の調理等の業務又は洗濯業務

公契約のうち、下記の特定公契約の受注者は、当該業務に従事する労働者について、遵守
状況に関する報告や下請負者等への指導等を行う義務を負う。



特定公契約に係る契約関係図

手続フロー（契約締結～契約終了）

労働者への周知事項

(業務履行場所に掲示)

○特定公契約に係る
業務であること。

○雇用主は、最賃･
社保加入の遵守を
約していること。

○疑義の申出ができ
ること。

誓 約 書

(主な記載事項)

１ 特定公契約の業務で
あることの了知

２ 最低賃金、社会保険
加入の遵守と遵守状況
の定期報告

３ 労働者からの問合せ
への対応

４ 疑義がある場合の説
明等、県の立入調査へ
の協力

５ 下請業者等への特定
公契約の業務であるこ
との説明等と遵守指導

６ 下請業者等からの誓
約書徴取と写しの提出

誓
約
書

誓
約
書

写
し

※ 報告の対象となる範囲：経営者、管理者や直接業務に従事しない職員等を除く労働者

写
し

写
し

誓
約
書



違反措置等

公契約審議会

対象行為

（１）賃金支払・社会保険加入状
況等の報告義務違反
・報告しない
・虚偽の報告

（２）立入調査への協力義務違反
・拒否・妨害等

（３）必要な措置を講じた結果の
報告義務違反
・報告をしない
・虚偽の報告

・必要な措置を講じない

違反に対する措置等

【受注者】
・過料 ５万円以下
・入札参加停止措置 １か月又は３か月

※ ただし、下請負者等に係る内容については、
指示や指導等の義務を適正に履行している
場合は、適用しない。
過料を科した場合は、情報提供としての公

表を行う。

(評価への反映)
上記の入札参加停止措置を受けた事業者については、業者格付け(建設工事)、総合評価(業務委託)

又は公募に係る審査(指定管理)において、一定の減点を行う。

公契約執行適正化委員会

施行時期

知事の諮問に応じ、この条例の運用方針その他重要事項について調査審議する。

過料の適否その他この条例に基づく公契約の適正な履行の確保(入札参加停止措置を含む。)

について調査審議する。

平成２７年４月１日施行
※ 施行日以降に公告等のあった特定公契約に適用。

ただし、社会的価値の評価に係る業者格付けについては、28・29年度分から適用

【下請負者等】
・入札参加停止措置 １か月

※ ただし、下位の下請負者等に係る内容につ
いては、指示や指導等の義務を適正に履行し
ている場合は、上位の下請負者等には適用し
ない。


